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Ⅰ．はじめに 

現在の地方公共団体における会計制度は、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金

主義を採用しています。一方で、単式簿記による現金主義会計では把握できない情報やストック（残

高）情報の把握が困難であることから、複式簿記による発生主義会計の導入が重要となりました。

そこで、平成１８年５月に総務省から「新地方公会計制度研究会報告書」が示され、「基準モデル」、

「総務省方式改訂モデル」のいずれかを採用し、平成２１年度までに整備することとされました。 

しかし、複数存在する地方公会計財務書類では地方公共団体間の比較が難しいといった課題があ

り、一本化するために総務省から平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」

が示され、平成２９年度までにすべての地方公共団体がこの基準により財務書類を作成することと

しています。 

 本市においては、平成２１年度決算より「基準モデル」を採用し、普通会計、特別会計、さらに

第３セクター等を連結させた財務書類を整理し、公表してきましたが、平成２８年度決算より、統

一的な基準により財務書類４表を作成することといたしました。 

今後は、この財務書類を有効に分析・活用し、また他団体との比較・検証をしながら、より一層

効率的な財政運営に取り組んでまいります。 
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Ⅱ．財務書類（４表）について 

 財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４種類があ

ります。 

貸借対照表 基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を

総括的に示した一覧表。 

●資産・・・・「固定資産」と「流動資産」に分類

●負債・・・・「固定負債」と「流動負債」に分類

●純資産・・・「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」に分類

行政コスト計算書 会計期間中の費用・収益の取引高を示した計算書。 

●経常費用・・・「業務費用」と「移転費用」に分類

●経常収益・・・「使用料及び手数料」と「その他」に分類

●臨時損失・・・「災害復旧事業費」、「資産除売却損」、「投資損失引当金

繰入額」、「損失補償等引当金繰入額」及び「その他」

に分類 

●臨時利益・・・「資産売却益」と「その他」に分類

純資産変動計算書 会計期間中の純資産の変動を示した計算書。 

●純行政コスト・・・行政コスト計算書の純行政コストと連動

●財源・・・・・・・「税収等」と「国県等補助金」に分類

●固定資産等の変動・「有形固定資産等の増加・減少」、「貸付金・基金等

の増加・減少」に分類 

●資産評価差額・・・有価証券等の評価差額

●無償所管換等・・・無償で譲渡または取得した固定資産の評価額

資産収支計算書 資産の収支の状態を示した計算書 

●業務活動収支・・・「業務支出」、「業務収入」、「臨時支出」、「臨時収入」

に分類 

●投資活動収支・・・「投資活動収支」と「投資活動収入」に分類

●財務活動収支・・・「財務活動支出」と「財務活動収入」に分類
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Ⅲ．基準日 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とします。 

ただし、出納整理期間（４月１日から５月３１日）における現金の受払い等は、会計年度末の計

数として整理します。 

Ⅳ．対象とする会計の範囲 

財務書類は、一般会計等、全体、連結の３つの範囲があります。 

本市におけるそれぞれの財務書類の対象範囲については、下図のとおりです。 

一般会計等 一
般
会
計
等

財
務
書
類 

全

体

財

務

書

類

連

結

財

務

書

類

○一般会計

○学校給食センター事業費特別会計

特別会計 

○小型自動車競走事業費特別会計

○国民健康保険特別会計

○後期高齢者医療特別会計

○介護保険特別会計

公営企業会計 

○水道事業会計

○病院事業会計

○介護老人保健施設事業会計

○訪問看護事業会計

第三セクター等 

○（公益財団法人）伊勢崎市公共施設管理公社

○（一般財団法人）伊勢崎市スポーツ協会

○（一般財団法人）さかい・ふるさと創生基金

○（社会福祉法人）伊勢崎市社会福祉協議会

○群馬県市町村会館管理組合

○群馬県市町村総合事務組合

○後期高齢者医療広域連合

※下水道事業費特別会計、農業集落排水事業費特別会計及び特定地域生活排水処理事業費特別会計

については、平成３２年度から地方公営企業法の財務規定等を適用するための作業に着手してい

るため、連結対象外としております。
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Ⅴ．注記 

●一般会計等 注記

１．重要な会計方針 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産 ････････････････････････････ 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和５９年度以前に取得したもの ･･････ 備忘価格１円

ただし、取得年月日が調査中または不明なものについては、再調達価格としています。 

イ 昭和６０年以後に取得したもの

・取得原価が判明しているもの ････････ 取得原価

・取得原価が不明なもの ･･････････････ 再調達原価

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

②無形固定資産 ･･････････････････････････ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

・取得原価が判明しているもの ･･････････ 取得原価

・取得原価が不明なもの ････････････････ 再調達原価

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 取得原価

②出資金

ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 出資金額

(3)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リースを除く）･･････････････ 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １４年 ～ ５０年 

工作物 ３年 ～ ６０年 

物品 ２年 ～ ３０年 

②無形固定資産（リースを除く）･･･････････････ 定額法 

※ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法による

③リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（リース期間が１年以内のリース取引及び１件あたりのリース料総額が３００万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。）

･･････････････････ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
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(4)引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金 ･･････ 過去５年間の平均不能欠損率により徴収不能見込額を計上

②退職手当引当金 ･･････ 期末自己都合要支給額を計上

③損失補償等引当金 ････ 財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上 

④賞与等引当金 ････････ 翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福

利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対

応する部分を計上 

(5)リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び１件

あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リースを除きます。）

････････････････ 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

イ ア以外のファイナンス・リース取引

････････････････ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

②オペレーティング・リース取引

････････････････ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

(6)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（１年以内の短期投資のほか、出納整理

期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資産の受払い

を含んでいます。 

(7)その他の財務書類作成のための基本となる重要な事項

①固定資産の計上基準

固定資産のうち償却資産については、取得価格が税込１００万円（美術品は３００万円）

以上の場合、資産計上

ただし、車両については金額に関わらず資産として計上しています。 

②資本的支出と修繕費の区分基準

金額が税込１００万円未満であるときは、修繕費として会計処理

２．重要な後発事象 

該当ありません。 
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３．偶発債務 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 出資割合 
財政健全化法の将来比率の算定上

将来負担額とした額 

群馬県信用保証協会 ２％ 47,668 千円 

４．追加情報 

(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲

・一般会計

・学校給食センター事業費特別会計

②出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としま

す。 

③表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－％ －％ 5.2％ 39.7％ 

⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 722,158 円 

⑥繰越事業に係る将来の支出予定額

繰越費 －千円 

繰越明許費 2,053,154 千円 

事故繰越額 0 千円 

合 計 2,053,154 千円 

(2)貸借対照表に係る事項

①売却可能資産の範囲及び内訳

ア 範囲

平成年３０度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

イ 内訳

事業用資産 13,001 千円 

土地 

建物 

13,000（10,474）千円 

1 千円 

物品 1 千円 

※（ ）内の数字は、貸借対照表における簿価を記載しています。 

②減債基金にかかる積立不足額 該当ありません 

③基金借入金（繰替運用） 該当ありません 
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④地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額

に含まれることが見込まれる金額          68,013,634 千円

⑤地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素

標準財政規模 42,288,721 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 6,487,590 千円 

将来負担額 101,276,009 千円 

充当可能基金額 12,446,268 千円 

特定財源見込額 6,568,964 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 68,013,634 千円 

⑥地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上された

リース債務金額 該当ありません 

(3)純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上

(4)資金収支計算書に係る事項

①基礎的財政収支（一般会計） 4,160,718 千円 

②既存の決算情報との関連性

項目 歳入 歳出 

歳入歳出決算書（一般会計） 74,201,425 千円 71,713,778 千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴

う差額 
2,431,309 千円 2,369,545 千円 

繰越金に伴う差額（一般会計等） ▲1,306,149 千円 －千円 

歳計剰余金処分による基金積立に伴う差額 －千円 ▲1,000,000 千円

相殺消去等 ▲1,921,436 千円 ▲1,549,928 千円

資金収支計算書（一般会計等） 73,405,149 千円 71,533,395 千円 

 地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲とし

ているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳

出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（学校給食センター事業費特別会計）の分

だけ相違します。なお、上記会計間での取引について相殺消去しており、その分の金額

だけ相違します。 

 また、歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しない

ため、その分だけ相違します。 

加えて、歳計剰余金処分による基金積立は歳入歳出決算書の歳出に含めないため、そ
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の分だけ相違します。 

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額の内訳 

資金収支計算書 

業務活動収支 7,521,487 千円 

投資活動収入の国県等補助金収入 

未収債権、未払債務等の増減 

減価償却費 

賞与等引当金繰入額 

退職手当引当金繰入額 

徴収不能引当金繰入額 

資産除売却損 

資産売却益 

371,669 千円 

1,648,385 千円 

▲7,209,422 千円

▲863,892 千円

▲501,664 千円

▲91,271 千円

▲38,671 千円

4,362 千円

純資産変動計算書の本年度差額 840,983 千円 

④一時借入金 

資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    7,020,000 千円 

一時借入金に係る利子額       0 円 
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●全体 注記

１．重要な会計方針 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産 ････････････････････････････ 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和５９年度以前に取得したもの ･･････ 備忘価格１円

※取得年月日が調査中または不明なものについては、再調達価格としています。

イ 昭和６０年以後に取得したもの

・取得原価が判明しているもの ････････ 取得原価

・取得原価が不明なもの ･･････････････ 再調達原価

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

②無形固定資産 ･･････････････････････････ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

・取得原価が判明しているもの ･･････････ 取得原価

・取得原価が不明なもの ････････････････ 再調達原価

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券 ････････････････････ 償却原価法（定額法）

②満期保有目的以外の有価証券

ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 取得原価

③出資金

ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格

イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 出資金額

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法

(4)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リースを除く）･･･････････････ 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 １４年 ～ ５０年 

工作物 ３年 ～ ６０年 

物 品 ２年 ～ ３０年 

②無形固定資産（リースを除く）･･･････････････ 定額法

※ソフトウェアについては、当市における見込利用機関（５年）に基づく定額法による
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③リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

（リース期間が１年以内のリース取引及び１件あたりのリース料総額が３００万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。） 

      ･･････････････････ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

  (5)引当金の計上基準及び算定方法 

   ①徴収不能引当金 ･･････ 不能欠損の実績率等により徴収不能見込額を計上 

   ②退職手当引当金 ･･････ 期末自己都合要支給額を計上 

   ③損失補償等引当金 ････ 財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上 

   ④賞与等引当金 ････････ 翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福

利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対

応する部分を計上 

 

  (6)リース取引の処理方法 

   ①ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引 

※なお、一般会計等の場合、リース期間が１年以内のリース取引及び１件あたりのリ

ース料総額が３００万円以下のファイナンス・リースを除きます。 

････････････････ 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

････････････････ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

   ②オペレーティング・リース取引 

       ････････････････ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

 

  (7)資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（３ヶ月以内の短期投資のほか、出納整

理期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資産の受払い

を含んでいます。 

 

(8)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結対象会計について

は、税抜方式によっています。 

 

 ２．重要な後発事象 

    該当ありません。 
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 ３．偶発債務 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 出資割合 
財政健全化法の将来比率の算定上

将来負担額とした額 

群馬県信用保証協会 ２％ 47,668 千円 

 

 ４．追加情報 

(1)全体財務書類の対象範囲 

    特別会計及び公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

一般会計等 
一般会計 

学校給食センター事業費特別会計 

特別会計 

小型自動車競走事業費特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

公営企業会計 

水道事業会計 

病院事業会計 

介護老人保健施設事業会計 

訪問看護事業会計 

    

  ただし、下水道事業費特別会計、農業集落排水事業費特別会計及び特定地域生活排水処

理事業費特別会計については、平成３２年度より法適化以降に向けた準備期間のため、対

象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相殺され

ない場合があります。 

下水道事業費特別会計 
企業債残高 17,680,831 千円 

他会計繰入金 1,264,061 千円 

農業集落排水事業費特別会計 
企業債残高 3,109,387 千円 

他会計繰入金 435,977 千円 

特定地域生活排水処理事業費特別会計 
企業債残高 20,501 千円 

他会計繰入金 11,193 千円 

 

(2)出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としま

す。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けていない会計との間で、

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調

整しています。 
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(3)表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4)売却可能資産 

   ア 範囲 

     平成３０年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

   イ 内訳 

事業用資産 13,001 千円 

 土地 

建物 

13,000（10,474）千円 

1 千円 

物品 1 千円 

      ※（ ）内の数字は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
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●連結 注記                                  

 

１．重要な会計方針 

  (1)有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

   ①有形固定資産 ････････････････････････････ 備忘価格１円 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和５９年度以前に取得したもの ･･････ 再調達原価 

ただし、取得年月日が調査中または不明なものについては、再調達価格としています。 

    イ 昭和６０年以後に取得したもの 

     ・取得原価が判明しているもの ････････ 取得原価 

     ・取得原価が不明なもの ･･････････････ 再調達原価 

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

   ②無形固定資産 ･･････････････････････････ 取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ・取得原価が判明しているもの ･･････････ 取得原価 

    ・取得原価が不明なもの ････････････････ 再調達原価 

 

  (2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

   ①満期保有目的有価証券 ････････････････････ 償却原価法 

    ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

   ②満期保有目的以外の有価証券 

    ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 取得原価 

   ③出資金 

    ア 市場価格のあるもの ･･････････････････ 会計年度末における市場価格 

    イ 市場価格のないもの ･･････････････････ 出資金額 

 

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・一般会計等及び特別会計 ････････････････ 先入先出法による原価法 

・公営企業会計及び第三セクター等 ････････ 最終仕入原価法 

 

(4)有形固定資産等の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リースを除く）･･･････････････ 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 １４年 ～ ５０年 

工作物 ３年 ～ ６０年 

物 品 ２年 ～ ２０年 

 

②無形固定資産（リースを除く）･･･････････････ 定額法 

※ソフトウェアについては、当市における見込利用機関（５年）に基づく定額法による 
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   ③リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（ただし、一般会計等につい

ては、リース期間が１年以内のリース取引及び１件あたりのリース料総額が３００万

円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

      ･･････････････････ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

    イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････････････ リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法 

  (5)引当金の計上基準及び算定方法 

   ①徴収不能引当金 ･･････ 不能欠損の実績率等により徴収不能見込額を計上 

   ②退職手当引当金 ･･････ 期末自己都合要支給額を計上 

ただし、公共施設管理公社については、自己都合用支給額に

相当する額から特定退職金共済制度からの退職一時金の額を減

じた額から機種における必要額を減じた額を計上 

   ③損失補償等引当金 ････ 財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含

めた将来負担額を計上 

   ④賞与等引当金 ････････ 翌年度６月支給予定の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福

利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対

応する部分を計上 

 

  (6)リース取引の処理方法 

  ファイナンス・リース取引 

①所有権移転ファイナンス・リース取引（ただし、一般会計等については、リース期間

が１年以内のリース取引及び１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナ

ンス・リースを除きます。） 

････････････････ 通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理 

②①以外のファイナンス・リース取引 

････････････････ 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

  

  (7)連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（安易に換金可能であり、かつ、価格変

動が僅少なもので、３ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資産の受払い

を含んでいます。 

 

(8)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。ただし、一部の連結団体（会計）につ

いては、税抜方式によっています。 

 

 ２．重要な後発事象 

    該当ありません。 
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 ３．偶発債務 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

団体名 出資割合 
財政健全化法の将来比率の算

定上将来負担額とした額 

群馬県信用保証協会 ２％ 47,688 千円 

 

 ４．追加情報 

(1)連結対象団体 

区分 団体名 連結の方法 
比例連

結割合 

特別会計 

小型自動車競走事業費特別会計 

全部連結 － 
国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

公営企業会計 

水道事業会計 

全部連結 － 
病院事業会計 

介護老人保健施設事業会計 

訪問看護事業会計 

第三セクター等 

（公益財団法人）伊勢崎市公共施設管理公社 

全部連結 － 
（一般財団法人）伊勢崎市スポーツ協会 

（一般財団法人）さかい・ふるさと創生基金 

（社会福祉法人）伊勢崎市社会福祉協議会 

広域連合 

群馬県市町村会館管理組合 比例連結 2.86％ 

群馬県市町村総合事務組合 

比例連結 

 

  
消防補償等支給事務 5.89％ 

消防賞じゅつ金支援事務 10.14％ 

後期高齢者医療広域連合 比例連結 9.45％ 

   連結の方法は次のとおりです。 

    ①一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象とし

ています。 

    ②第三セクター等は、出資割合等が５０％を超える団体（出資割合等が５０％以下であっ

ても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全体連結の

対象としています。 
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(2)出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としま

す。 

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けていない会計との間で、

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調

整しています。 

 

 

(3)表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

(4)売却可能資産 

   ア 範囲 

     平成３０年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

   イ 内訳 

事業用資産 13,001 千円 

 土地 

建物 

13,000（10,474）千円 

1 千円 

物品 1 千円 

      ※（ ）内の数字は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
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